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特 集 Ⅱ

日本における外国人の人口動向（その２）

誰が日本を目指すのか？

「アジア諸国における労働力送出し圧力に関する

総合的調査（第一次）」に基づく分析

是 川 夕

Ⅰ．アジアにおける国際労働力移動の現状

世界における国際移民のストック人口は1990年から2019年の間に平均して毎年2％程度，

1.53億人から2.72億人へと増加した．とりわけ2000年代前半から2008年のリーマンショッ

クに端を発する世界金融危機の直前まで堅調に増加し，湾岸諸国を中心とした西アジア諸

国では年間約7％のペースで移民人口が増加した．それ以外のアジア諸国では相対的に増

加速度は遅いものの，年間1-2％程度のペースで増加している（ADBI,OECD,ILO2020:2-3）．

アジア諸国における国際労働力移動の特徴は，その多くが期限付きの一時的な出稼ぎ移

民（temporarymigrant）であるということであり，その数は年間600万人程度にのぼる

とされる１）．この内の半数強がペルシャ湾岸の産油国に向かっており，残り半数弱が

ASEAN諸国，あるいは欧州や米国に向かっている．こうした中，日本は米国，韓国と並

ぶ最大の目的地の一つであり，アジア諸国からOECD諸国へと向かう国際移民の約220万

人の内約18％を占めている（ADBI,OECD,ILO2020:4-10）．
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グローバルに見た国際人口移動は堅調に拡大している．そうした中，アジア諸国は重要な送り出

し地域であり，日本は有望な希望移動国として位置づけられている．しかしながら，日本ではこう

した外国人労働者の急増の原因を専ら日本の移民政策の不在や歪みに求め，グローバルな視点から

捉えてこなかった．本研究では世界160カ国に住む個人を対象にした国際移動に関する意向調査，

及びベトナムを対象とした独自の調査を用いた分析を行った．その結果，アジア諸国からの国際労

働力移動の拡大はグローバルな潮流であり，日本もまたその有力な目的地の一つとして位置づけら

れていると同時に，アジア諸国の経済成長とともに近年その地位は上昇していること．また，日本

を含め国外への労働力送り出し過程は当該国からの送り出し政策，及び移住仲介機能の構造に規定

されており，個人はその中で労働条件，移動コスト及び期待収益などをもとに移動先を決定してい

ることが明らかになった．

1）2017年実績値．ADBI,OECD,ILO（2020:4）の値，5,332千人に（ibid:9）の中国，韓国，及び日本の値を

加えたもの．



実際，日本においても近年，高度人材ポイント制の開始（2012年），技能実習3号の創

設による技能実習制度の拡充（2017年），特定技能制度の施行（2019年）を始めとした政

策面での進展も相まって，外国人労働者の増加が著しい．特に，2015年以降，外国人労働

者の数は年間10％を超えるペースで増加しており，2019年時点でその数は1,658,804人に

達している．

その内訳を見ても1990年代以降，日本に居住する中長期在留外国人人口の増加を牽引し

てきたのは，中国・台湾を始めとするアジア諸国出身者であり，とりわけ2010年代以降，

日系人を中心としたブラジル国籍人口が減少，そしてその後停滞する中，ベトナム，ネパー

ルなどを含む「アジアその他」の増加が著しい（図2左図）．また，永住（特別，一般）

を除く在留資格（含非正規滞在）ごと登録者数の前年からの差分をとり，寄与度分解した

グラフを見ると（図2右図），1990年代から2000年代初頭にかけて外国籍人口の増加を牽

引した日系人，興行／技能，日本人の配偶者といった在留資格は2000年代後半にかけてむ

しろ減少要因となり，それに代わって2010年代以降の外国籍人口の増加を牽引しているの

は，技能実習，主に大卒程度の就労資格である「技術・人文・国際知識」を中心とした専

門的・管理的職業従事者，及びその将来的な候補としての留学生である．こうしたことか

ら，アジア諸国からの労働移民（及びその候補者）が日本の外国籍人口の増加を牽引しつ

つあることが見て取れる．
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図１ アジア諸国からの国際移民フロー（2017年実績値）

出所：ADBI,OECD,ILO（2020:4-10）より筆者作成
（注1）フィリピン，バングラデシュ，中国，パキスタン，インド，ネパール，インドネシア，スリ
ランカ，ベトナム，カンボジア，ラオス，ミャンマー．（注2）湾岸諸国とは湾岸協力会議（Gulf
CooperationCouncil）加盟国．（注3）中国，インド，ベトナム，フィリピン，タイ，パキスタン，
バングラデシュ，ネパール，インドネシア，ミャンマー，スリランカ，カンボジア，ラオス．（注4）
インド，ベトナム，フィリピン，タイ，パキスタン，バングラデシュ，ネパール，インドネシア，ミャ
ンマー，スリランカ，カンボジア．（注5）各値は2017年の値（概算値）．



こうしたことから見えてくるのは，アジア諸国において期限付きの一時的な出稼ぎ労働

としての国際移動が活発に行われていること，そしてその中で日本が米国と並んで主要な

目的地の一つとして位置づけられているということである．

しかしながら，日本では外国人労働者について論じる際，このようなグローバルな文脈

から見るのではなく，もっぱら日本における移民政策の不在（あるいは歪み）から論じる

向きが強かったといえる．その代表的なものが「サイドドア／バックドア」モデルである

（梶田 1994）．これは日本で就労する外国人が，必ずしも就労を目的としたものだけでは

なく，本来，技能の習得を通じた国際貢献を謳う技能実習制度や（サイドドア），学業を

目的とした留学生のアルバイトなど（バックドア）によって多くに担われている現実を，

本来あるべき姿からの逸脱とみる立場といえる．

その結果，日本の移民研究はこうしたアジア諸国からの労働力移動をもっぱら一国内の

社会問題としてのみ捉え，グローバルな視点から構造的に捉えて来なかった．しかしなが

ら，こうした認識が現実を無視したものであることは本稿の冒頭で述べたとおりである．

つまり，日本への国際労働力移動は，日本の政策の歪みによって例外的に生じたものでは

なく，アジア諸国に広がる国際労働力移動の中で構造的に生じている可能性が高い．こう

した視点を持たなければ，日本に流入する外国人労働者の現状や今後の動向について，単

なる楽観論や悲観論以上の結論を得ることは困難であろう．

本研究ではアジア諸国における労働力送出し圧力について，とりわけ近年，日本への送

り出しの規模を急速に拡大しているベトナムを例に，送り出し国の個々人の意識から労働

力送り出しに関するビジネスセクターの動向，及び国の政策まで含んだ包括的な調査，分

析を行い，これを定量的，定性的に明らかにすることを目的とする．その際，日本に向か
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図2-1国籍別に見た在留外国人数の推移

注：図2-2は前年からの外国籍人口の増減を在留資格別の寄与度に分解したもの．NCコリアンとはニューカマー
コリアンの略．具体的には朝鮮・韓国籍の内，特別永住者を除いた中長期在留者．
出所：法務省（1959,64,69,74,84,86,88,90,92,94-2020）

図2-2在留資格別の寄与度分解（除永住）

図２ 国籍，在留資格別に見た日本における外国籍人口の推移



う労働力移動の流れだけではなく，そうした選択が出身国内での就職や日本以外の国への

出稼ぎと並んで，どのように位置づけられているかという視点から明らかにしていく．こ

うすることで，日本に向かう国際労働力移動の現状と見通しについてグローバルな視点か

ら結論を得ることができるようになると考えられる．

Ⅱ．先行研究

1． 日本における国際労働力移動に関する研究

日本における国際労働力移動に関する研究はその要因を日本側の要因に求めるものが多

かったと言えよう．典型的なものとしては，1990年代における日本における外国人労働者

急増の原因をバブル経済における人手不足や同時期の日本とアジア諸国との賃金格差に求

めるものである（e.g.津崎 2018:34，上林 2015:12，梶田 1994:22-3）．またその際，日本

がとった政策は単純労働者を始め外国人労働者を正面から受入れるのではなく，技能実習

制度や日系人の定住者としての受入れ，留学生のアルバイトを許可するなど，「サイドド

ア」や「バックドア」を通じたものであったとされる（上林 2015:121-2，梶田 1994:52-3）．

こうした政策上の歪みは現代の奴隷労働とも呼ばれる技能実習制度（巣内 2019），アル

バイト漬けの「偽装留学生」（西日本新聞社 2017）２），あるいは雇用の調整弁としての日

系人（梶田ほか 2005）など，様々な歪みを発生させてきたとされる．確かにこうした見

方に立つならば，外国人労働者の人権侵害や不安定就労層への固定化は，日本社会に固有

の問題であるといえるし，それに対する唯一の処方箋は，こういった「サイドドア」や

「バックドア」からの受入れを止め，労働力としてではなく，人，住民として正面から労

働者として受入れることであるとされる（e.g.宮島・鈴木 2019:6）のもうなずけるとい

えよう．

しかしながら，こういった現象は日本のみならず，アジアを含めグローバルに見られる

ものであることが明らかにされているところ（Martin2017，石塚 2014，上林 2015:121-

2），それらを日本側の特殊な要因によってのみ説明することは果たして妥当なのであろう

か．例えば，日本以外の目的地との関係でも同様の現象が見られる場合，これは日本に固

有の要因ではなく，国際労働力移動に共通した要因によって起きていると考えるのが妥当

なのではないかという疑問が当然，生じる．

もちろん，先行研究では，ベトナムの国策としての日本の技能実習制度への労働力送り

出しやそこにおけるブローカーの存在，法外な斡旋料金や失踪防止の保証金の徴収など，

送り出し国側の要因について言及されることもしばしばある．しかしながら，送り出し国

側の制度に言及される場合もその大半はそうした送り出し国側の制度自体が，日本との関

係において固有の発展を遂げたという文脈で捉えられることが大半で（e.g.鳥井 2020:
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2）1980-90年代にこのようなまなざしを向けられたのは中国人技能実習生や留学であった（e.g.Liu-Farrer

2011）．近年，これはそれぞれベトナム人技能実習生やネパール人留学生に置き換わっているが，論じられて

いる問題の構造自体はほぼ一緒である．



115，澤田 2020:126），当該制度形成の送り出し国内での固有の要因や，当該送り出し国

と他の目的地との関係において捉えられることはまれである．

また，ハイスキル層については，そもそも研究自体が少ない．実際には「技術・人文・

国際知識」，あるいは「高度専門職」といったハイスキル層を念頭においた在留資格の保

持者の約90％はアジア出身者によって占められているにもかかわらず，またその規模も外

国人労働者の約20％を占めるにもかかわらず，である３）．なお，こうした眼差しは将来の

ハイスキル層の候補というべき留学生に対する眼差しにも共通している４）．

では，国際的な労働力移動はどのような枠組みによって捉えられるのであろうか．この

点について，海外の先行研究を見ていくことで検討していきたい．

2． 海外における研究

� 国際移動に関する研究

国際移動がなぜ発生するのかという点については，deHaasetal.（2020:42-74）が整

理しているように，二国間の経済格差，及び個人の経済的厚生の最大化を要因とする新古

典派経済理論から始まり，世帯単位でのリスク分散の視点を含めた新家計経済理論まで既

に多くの研究が行われている．また，最新の情勢に即した説明としては，グローバルな経

済格差，及び人口学的格差がこうした国際移動を加速させているとするものも多い（e.g.

IMF2020:78）．

こうした中，近年，注目されつつあるのが国際移動転換理論（MigrationTransition

Theory）である．これはZelinsky（1971）から始まり，Skeldon（1990,97,2012）による

修正を経たものとされるが，本稿が注目するのが，この内とりわけ個人の移動を可能にす

る能力（capability），そして意欲（aspiration）に注目したAspirations-capabilityモデ

ルである（Carling2002,deHaas2003）．同モデルでは経済成長に伴い，その国の人々

が国際移動をする能力（capability）を向上させると同時に，よりよい生活水準を求めて

移動を選択する意欲（aspiration）も強まるとする．そのため，その国の経済成長はむし

ろ移民送出し圧力を高めることにつながるとする．しかしながら，経済成長がある程度に

達すると，移動の能力は向上し続けるものの，意欲が低下し送出し圧力は低下するとする

（deHaas2020:62-4）．

同モデルの経験的側面については，例えばIMF（2020）がそのレポートにおいて明ら

かにしており，一人当たり国民所得の上昇に伴って，新興国，及び途上国への移動率は低
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3）2019年6月末時点の「在留外国人統計」（法務省 2019）によれば，「高度専門職」の取得者の内，アジア出

身者の占める割合は85.2％，「技術・人文・国際知識」の取得者に占める同割合は88.1％である．また，「外国

人雇用状況の調査報告」（厚生労働省 2020）によれば，外国人労働者の内，こうした「専門的・技術的職業」

に相当する外国人は全体の19.8％に相当する．

4）留学生，とりわけ日本語学校で学ぶ留学生については常に毀誉褒貶がつきまとっていたといえるだろう．そ

の評価は日本と海外の「架け橋」，「親善大使」から「偽装留学」，「出稼ぎ留学」「犯罪予備群」といった一方

的なラベリングの間を揺れ動いてきた（栖原 2010）．特に近年，日本で働く外国人労働者が増加するにつれ，

日本の移民政策のゆがみの結果としての留学生の就労（アルバイト）という視点はむしろ強くなっているとい

える（e.g.出井 2016，西日本新聞社 2017，芹澤 2018，朝日新聞 2019，望月 2019）．



下するが，先進国への移動率は上昇することが明らかにされている．具体的には，2,000-

7,000USDまでは途上国並びに新興国への労働力送り出し圧力は低下するものの，先進国

への労働力送出し圧力がむしろ高まることで，全体としての送り出し圧力は高まるとして

いる．こうしたことからIMFは今後，新興国，途上国の経済成長が続いたとしても，国

際移民が実数として増えていくと予測している．

また，スキルレベルごとの国際移動の意向と実際の移動との関係については，Decquier

etal.（2014）が本稿と同じGallup社の個人を対象とした大規模な国際比較データWorld

Poll（Gallup2019）を用いた検証を行い，移動希望者は大卒者とそれ以外の間では前者

で若干多い傾向があるものの，実際の移動においては大卒者が圧倒的に多いことを示した．

これは各国の政策がハイスキル層を好んで選別することに起因するとされている．また，

移動意向に最も大きな影響を与えるのは目的地の所得水準であることも明らかにしている．

こうしたことから国際移動において経済成長は一定の水準に達するまでは，全体として

の送出し圧力を高めること，また個々人の移動意向はあくまで潜在的なものであり，実際

の移動の実現に当たっては，送り出しを可能にする制度の存在が重要であることが示され

ている．

� 移住仲介機能に関する研究

国際移動を可能にする制度的要因というとき，近年特に注目されているのが，移住産業

（migrationindustry）である．移住産業という概念自体は1977年のHarneyの移民商業

（commerceofmigration）という概念やその後，1997年にSaltandSteinが国際移民を

グローバルビジネスと捉えたことなどにその端緒を見ることができるが，これらの研究は

いずれも移住産業をインフォーマル，あるいは非合法なものに限定して捉えてきた．

これらに対して，Hern�andez-Le�on（2005）は移住産業という概念を拡張し，合法／非

合法，フォーマル／インフォーマルなものも含む，国際移動に関わる全ての過程，及びア

クターを包含したものと定義した．それによると，移住産業とは「金銭的な利得を目的と

し，国境を越える人の移動を取り持つ企業家のあつまり」と定義される．更に

Gammeltoft-Hansenetal.（2013）はこの定義を拡張し，移動のみならず国境管理，及

びNPO/NGOといったアクターも移住産業に含めることを提唱している．またこうした

動きは新自由主義的な考え方が広まる中で，拡大しているとする（Menz2013）．

また，deHaas（2020:66）は移住産業の国際移動における重要性を指摘しつつ，同用

語が持つ，人身売買や搾取といった負のイメージを払拭するため，移住仲介機能

（migrationintermediates）という用語を用いることを提唱している．こうした中，移民

労働者の移動を仲介する移住産業，つまりリクルーターの役割について明らかにした代表

的な研究がMartin（2017）である．

同研究においては，国際的な労力移動を南から北への移動（途上国から先進国），南か

ら南（途上国間），北から北（先進国間），及び北から南（先進国から途上国）の4つの回

廊（corridor）に分け，その中でも特に低技能の労働者が多くを占める南から北，及び南
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から南への移動において労働者を商業的に斡旋するリクルーターの役割が非常に大きいこ

とを明らかにしている（ibid:16-8）．

同書ではその最大の要因は情報の非対称性であるとしている．低技能労働者の多くは外

国語能力などの資源制約から先進国の職を自らで見つけることは困難である．また，先進

国の雇用者も教育制度や資格制度が異なる国外から求める条件を満たす労働者を自分で探

すことは困難である．こうした情報の非対称性を仲介する役割が機能的に求められること

がリクルーターの存在することの第一の理由であるとする（ibid:45-7）．

さらに低技能労働に関しては少ない職に対して多くの求職者が殺到するといった状況が

一般的であり，その結果，求職者の間で少ない職に対するオークション状態となり，この

ことが，仲介コストが高騰する主要な要因とされる（独占による価格差別（price-

discriminatingmonopoly））（ibid:99-100）５）．つまりこれは個々のリクルーターや雇用者

のモラルの問題ではなく，経済学的なメカニズムに基づくものといえる．また，このこと

は移民労働者の権利を守るための規制の強化がかえって，この需給バランスをより逼迫さ

せることを通じて，仲介コストの高騰につながるという逆説的な結果につながる可能性を

も指摘している（ibid:95）．

以上のようなメカニズムの結果，仲介コストを含めた労働者送り出しに関わるコストは

主に回廊ごとに決定され，その差が大きいことが明らかにされている．例えば，同書では
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図３ 低技能労働者におけるリクルーターの役割

出所：Martin（2017）をもとに筆者作成

5）この点について同書は移民労働者がリクルーターに支払う費用はサービスに対する対価というよりも，賄賂

に近いといっている（Martin2017:1）．技能実習生に関する多くのルポルタージュが送り出し機関による過

剰な接待などを取り上げる（e.g.澤田 2020:91-5）背景には単にモラルの問題だけではなく，こうした経済学

的なメカニズムがあるといえよう．



本研究で調査対象としたベトナムから労働力移動についてその特徴を整理し，他の国から

の移動に比べ，送り出しに関して移民労働者が負担する仲介コストが高いことを指摘して

いる（ibid:84,112-4）．また，多くの場合，移民労働者はこうしたコストを借金によって

まかなっており，それが契約期間満了後のオーバーステイや失踪といった状況につながる

としている（ibid:105）．

しかし同時に，同書はこうした構造を「犠牲者なき犯罪（victimlesscrime）」であると

指摘する（ibid:134,178）．確かに高額な仲介費用やそれを支弁するための借金は個々の

移民労働者の雇用者に対する立場を弱め，搾取に脆弱なものとするものの（ibid:3），個々

の移民労働者からすれば，多少高い仲介コストを払っても，それで外国に賃金の高い職が

得られるなら不満はなく，事件として告発する動機付けは弱いからである（ibid:134-5,

146）．また，送り出し国側も規制の強化による自国民の保護よりも，国内の失業率の低下

や国際送金による国際収支の改善を求め，外国でのより多くの雇用を優先する傾向にある

とされる（ibid:125-30）．

最後に同書は国際労働力移動を，しばしば労働者に高額な費用を課すことがあるものの，

そのメカニズム自体はあくまで通常の市場での取引（anormalmarkettransition）で

あるとし，その上で仲介コストの引き下げや移民労働者の権利保護のため，良質なリクルー

ターが選別される仕組みの構築を提言している．その際，こうした取り組みは，二国間協

定や国内法によってリクルーターの介在や個人からの費用の徴収を禁止するといった規制

強化ではなく，良質なリクルーターに対する減税やビザ関係の手続きの短縮など，経済学

的な動機付けによるものが望ましいとしている．その理由は経済学的なメカニズムに反し

た規制を導入しても，それは実質的に別の形での徴収に切り替わるか，あるいは雇用に対

する需給バランスを逼迫させ，むしろかえって仲介事業者の必要性を高め，その費用を上

昇させる可能性があるためである（ibid:179-80）．

� まとめ

以上の整理から日本の移民研究で伝統的に取ってきた見方とは異なり，国際労働力移動

の拡大はグローバルな潮流であり，日本もまたその中の目的地の一つとして位置づけられ

ている可能性が高いことが浮かび上がってくる．入管法の改正といった日本側の要因はそ

ういった流れの中での必要条件の一つに過ぎず，それ自体に日本に流入する移民労働者の

増加の全てを帰責することはできないだろう．

また，技能実習生に対する高額な仲介手数料の徴収や，技能実習生を希望する者がそれ

をまかなうために行う来日前の借金，そして日本での過酷な労働環境といった問題は，国

際労働力移動において構造的に見られるものであるという点も重要である．
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Ⅲ．命題，及び探求課題

本研究ではアジア諸国から日本に対する労働力送り出し圧力に関して以下の命題の検証

を行う．

命題：アジア諸国からの国際労働力移動の拡大はグローバルな潮流であり，日本もまたそ

の有力な目的地の一つとして位置づけられていると同時に，アジア諸国の経済成長とと

もに近年その地位は上昇している．また，日本を含め国外への労働力送り出し過程は当

該国からの送り出し政策，及び移住仲介機能の構造に規定されており，個人はその中で

労働条件，移動コスト及び期待収益などをもとに移動先を決定している．

これは，アジア諸国から日本への国際労働力移動に対する以下の見方に対立するもので

ある．すなわち，アジア諸国からの国際労働力移動は本来，米国を始めとした欧米先進国

に向かっているのであり，日本への移動は，あくまで日本の外国人受入れ制度の歪みによっ

て発生している例外的なものである．また，日本のアジア諸国に対する経済的優位が薄れ

ていく中，そういった例外的な移動も今後，急速に縮小していくと思われる，というもの

である．

さらに，同命題を検証するにあたって，本稿では以下の探求課題を設定する．

探求課題①：個人レベルで見た潜在的な来日意向はどのような国・地域のどのような個人

に多く見られるのか？また，それらはどのように推移してきているのか？

探求課題②：日本へ向かう移動過程における送り出し国の制度，政策，移住仲介機能の役

割，及びそこにおける個人の選択メカニズムはどのようなものか？

探求課題①は個人レベルで見た潜在的な来日以降がどのような国・地域に住む，どのよ

うな人たちによって示されるのかをその推移とともに明らかにする．日本においては明確

な根拠もないまま，国外就労を希望する場合，その希望者の大半は米国あるいは欧米諸国

に向かうものとの認識があり，仮に日本に来ることを希望する者がいたとしても，それは

例外的かつ一時的なもの，あるいは他の目的地に行くことがかなわなかった学歴面などで

劣った者であるとの認識が強い．こうした状況を受け，探求課題①では実際に来日希望が

どのような人たちによってどの程度示されているかを，その推移とともに明らかにする．

探求課題②は実際の移動過程について，それを具体化する制度，政策，移住仲介機能の

構造，及び個人の選択メカニズムなど実態面について明らかにするものである．国際移動

においては個々人の意向だけではなく，それを可能にする経路が実際にあるかどうかとい

う点が圧倒的に重要であるとされる（Docquieretal.2014）．特にアジア諸国では多くの

国が国外労働を推進する政策をとっていることや，そこにおける移住仲介機能の役割が大
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きいとされるところ，この点について，近年特に日本を始めとしたアジア諸国への労働力

送り出しを拡大しているベトナムを例に分析することで明らかにする．

Ⅳ．方法，及びデータ

分析に当たっては，筆者が研究代表者となって行った「アジア諸国における労働力送出

し圧力に関する総合的調査（第一次）」（是川他 2020）の結果を基に行う．同調査は2019

年7月-2020年1月にかけて，行政機構，法律等の公式制度について文献調査を行うと同

時に，国際労働力移動過程における当事者として，複数の政府関係者，送り出し機関（リ

クルーター），そして受入れ側である日本の監理団体，受入れ企業にそれぞれヒアリング

を行い，国際労働力移動の実態について調査を行った．

ヒアリングは国内外の有識者6名６），日本国内の技能実習生受入れ企業2社，監理団体・

登録支援機関・日本語学校経営企業1社，ベトナム国内の日本語センター3校，国営送り

出し機関4社，民営送り出し機関（大企業）4社，民営送り出し機関（中小企業）3社，

ベトナム政府機関職員1名，在ベトナム日本大使館職員1名，現地新聞社1社に対して行っ

た．また，現地送り出し機関に対して送り出し事業に関するアンケート調査として2019年

10月から11月にかけて，外国人技能実習機構（OTIT）に掲載されているベトナム側の送

り出し機関329社に対して調査票をメールにて配布し，オンラインでの回答を依頼し，11

件の回答を回収した７）．

さらに同調査に加えて，各国における潜在的な移動希望者を把握するため，米国のリサー

チ会社であるGallup社が毎年実施する国際世論調査，WorldPoll（Gallup2019）のデー

タを用いた分析を行った．同調査では世界160カ国以上の国について，140以上の言語を用

いて行われた調査で，各国の15歳以上人口をカバーする1,000サンプルについて2005年以

降毎年行われており，その結果，理論的には世界の成人人口の99％をカバーしているとさ

れる．その中で国際移動に関する意向の有無，そしてその際の移動希望先についての調査

が行われている．このデータを用いて，ミクロレベルで見た国際移動意向の分布，及び推

移を明らかにする．
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6）愛知県立大学教授 宮谷敦美氏，愛知県立大学准教授 藤倉哲郎氏，政策研究大学院大学教授 大野健一氏，

JETROアジア経済研究所 石塚二葉氏，ベトナム経済・政策研究所（VEPR）所長 グエン・ドク・ターン氏，

ハノイ国家大学外国語大学教員 村田奈緒氏．

7）文献調査，及び実査に当たっては（株）三菱UFJリサーチ＆コンサルティングに委託してこれを実施した．

本調査の詳細な結果については，是川他（2020）を参照．



Ⅴ．分析結果①：個人レベルでの移動意向の動向

WorldPoll（ibid）に基づき，アジア諸国８）の個人レベルでの国際移動意向の分布，及

び推移を見ると，2008-9年の世界金融危機以降，若干低下しているものの，15歳以上人

口の内，おおむね6-8％程度が「理想的には自国以外の国に永住したい」９）と答えている

ことが分かる（図4）．これを性，年齢別に見ると女性より男性の方にやや国際移動の希

望者が多く，また男女ともに若年層であるほど，国際移動を希望する割合が高かった（図

5）．また，学歴別では高学歴であるほど，国際移動を希望する者の割合が高い（図6）．
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8）アジア諸国とは特に断りがない限り，パキスタン，インドネシア，バングラデシュ，香港，シンガポール，

中国，インド，フィリピン，スリランカ，ベトナム，タイ，カンボジア，ラオス，ミャンマー，韓国，台湾，

マレーシア，モンゴル，ネパールを指す．

9）以下の質問．"Ideally,ifyouhadtheopportunity,wouldyouliketomovePERMANENTLYtoanother

country,orwouldyouprefertocontinuelivinginthiscountry?"

図４ アジア諸国における国際移動意向の推移

出所：Gallup（2019）より筆者集計

図５ アジア諸国における性，年齢別に見た国際移動意向の分布

出所：Gallup（2019）より筆者集計



更に国際移動を希望する国を尋ねたところ，2018年時点ではオーストラリアを希望する

者が最も多く，それに米国，カナダ，日本，英国，サウジアラビア，シンガポールと続く．

また，これらの希望目的国の推移を見ると従来，米国が圧倒的に多かった時期が長かった

ものの，2016年以降，急速に減少し，2017-8年にかけてそれに変わって上昇してきたオー

ストラリアに抜かれていることが分かる．また，米国を除けばその他の国の間に大きな差

はなく，日本は多少の変動はあるものの一貫して上位層に含まれている（図7）．
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図６ アジア諸国における学歴別に見た国際移動意向の分布

出所：Gallup（2019）より筆者集計

図７ アジア諸国からの国際移動の希望目的国の推移（上位６カ国）

出所：Gallup（2019）より筆者集計



一方，来日を希望する人たちの出身地域を見ると，圧倒的にアジア地域が多く，おおよ

そ全体の57.4％を占めている．それに続くのがラテンアメリカ（17.4％）であり，これら

を合わせると全体の74.8％に達する．また，それぞれの地域における希望目的国を見ると，

日本は東南アジアで米国に次いで第2位（14.6％），東アジアで第7位（3.5％）など上位

に位置づけられている10）（表1）．

これを更に国別に見た場合，来日希望者は中国（アジア諸国からの来日希望者総数の内

19.8％），ベトナム（同19.0％），インド（同11.4％），台湾（同9.0％），インドネシア（同

7.6％），フィリピン（同6.6％），バングラデシュ（同5.0％），タイ（同4.7％），韓国（同3.7

％），マレーシア（同2.9％），ネパール（1.7％）で多い11）．とりわけ本稿でも分析対象と

するベトナムでは日本はベトナムからの国際移動の希望目的国の中でも米国（ベトナムか

らの国際移動希望者の内25.5％）に次いで2位（同17.4％）を占めており，3位以下の韓

国（同7.4％），4位（6.8％）を大きく引き離している12）．

では学歴別に見た場合どうであろう（表2）．アジア諸国における希望目的国を学歴別

に見た場合，大卒者以上の中で日本は第4位，高校・短大卒者の間で第4位，そして中卒

以下で第6位となっていることから，相対的に高学歴者の間で人気が高いと言える（表2）．

また，ベトナム，ネパール，中国といった日本に対する主要な送り出し国別に見ても，米

国への国際移動を希望する者と比較して来日を希望する層が，特に世帯収入，本人学歴，

居住地（大都市-それ以外）の面において特に大きく異なっているといったような事実は

見当たらなかった．
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表１ 東南アジア，東アジアにおける国際移動の希望目的国（2015-18年平均）

順位 東南アジア 東アジア

１ 米国（24.6％） 米国（20.6％）

２ 日本（14.6％） オーストラリア（10.2％）

３ オーストラリア（6.7％） カナダ（7.0％）

４ カナダ（6.2％） シンガポール（4.9％）

５ 韓国（5.9％） フランス（4.4％）

６ シンガポール（5.3％） ニュージーランド（4.0％）

７ 英国（5.0％） 日本（3.5％）

８ ドイツ（3.0％） ドイツ（3.5％）

９ マレーシア（2.7％） 英国（3.1％）

10 タイ（2.6％） スイス（3.1％）

出所：Gallup（2019）より筆者集計

10）2015-18年平均．

11）2015-18年平均．

12）2015-18年平均．なお，第5位はシンガポール（6.0％）と続く．



以上のことから見えてくるのは，アジア諸国において，来日希望者は米国には及ばない

ものの2016年以降，その差は縮まっていると同時に，他の先進国との関係では日本に国際

移動を希望する者は決して少なくないということである．また，学歴別に見てもむしろ希

望者は高学歴層に多く見られる傾向にあることも示されたといえよう13）．

こうしたことから，日本がアジア諸国からの労働力送り出しにおいて，重要な地位を占

めていること，及び近年その地位は上昇していることが示されたといえよう．

Ⅵ．分析結果②：国際労働力移動の実態

以上の状況を踏まえ，国際労働移動の実態について明らかにするため，ベトナムの事例

を分析する．なお，以下の分析結果は特に断りがない限り，先述した通り是川他（2020）

に基づくものである．

以下ではまず，基礎的な事項として，マクロ経済，人口動態，労働力送り出しの歴史，

送り出しの現状，制度，及び政策について見ていきたい．

1． 基礎的な事項

� マクロ経済，人口動態

ベトナムの総人口は，9,267万人（2015年）である．国際連合の将来人口推計に基づく

と，総人口は緩やかな増加が続くが，若年生産年齢人口比率は緩やかながらも一貫して下

降すると同時に，高齢化率は2020年以降急激に上昇することが見込まれている．その結果，

2060年には，総人口10,963万人のうち，若年生産年齢人口比率は22.6％，高齢化率は24.7
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表２ アジア諸国からの国際移動希望目的国（学歴別）

大卒以上 高校，短大卒 中卒以下

1位 米国（17.5％） 米国（18.8％） 米国（18.3％）

2位 オーストラリア（14.1％） オーストラリア（8.6％） サウジアラビア（8.7％）

3位 カナダ（11.0％） カナダ（5.2％） オーストラリア（4.7％）

4位 日本（5.4％） 日本（5.2％） カナダ（4.3％）

5位 シンガポール（4.3％） 英国（4.8％） シンガポール（4.0％）

6位 ドイツ（3.9％） シンガポール（4.3％） 日本（3.7％）

7位 ニュージーランド（3.7％） フランス（2.6％） アラブ首長国連邦（3.6％）

8位 スイス（3.4％） ドイツ（2.3％） アラブ諸国（3.5％）

9位 英国（3.2％） アラブ諸国（2.3％） 韓国（2.8％）

10位 デンマーク（2.1％） ニュージーランド（2.3％） 英国（2.5％）

注：2015-18年平均値．
出所：Gallup（2019）より筆者集計

13）日本との経済格差の縮小はむしろ現実的な移動先としての日本の魅力を高める可能性がある．これはIMF

（2020）の結果とも整合的である．



％に達すると推計されている（UnitedNationsPopulationDivision2019）．なお，2020

年以降，急激な高齢化が見込まれる背景には，1988～2017年に実施されていた「ふたりっ

子政策」の影響があると考えられている．

また，ベトナムの一人当たりの実質GDPは，長期にわたって一貫した増加を示してお

り，1995年（717USドル）から2018年（2,457USドル）にかけて約3.4倍の増加となった．

実質経済成長率も直近20年間では年平均5％以上で推移しており，2018年は7.1％であっ

た（UNSD2019）．また，ベトナム政府の「2020年社会・経済発展計画」では，GDP成

長率6.8％を目標値として掲げている．なお，それに伴って，ベトナム国内の平均賃金も

着実に上昇してきており，2017年には月額537万ドン（約25,000円，約230USドル）とな

るなど，2010年に比べて2倍に上昇した（ILO2019）．

一方，失業率はベトナム全体では2％前後で推移しているものの，都市部の若年層の失

業率が高く，2017年には11.8％に達している．最終学歴別では，学歴が高くなるほど失業

率が高い関係にある．こうしたことから，高等教育の進学率が高まる一方で，国内に賃金

水準の高い就労機会が少なく，都市部を中心として大卒者などの高学歴層が国外就労を選

択せざるをえない状況にあることがうかがわれる（ibid）．

� 国外への労働力送り出しの歴史

ベトナムから海外への労働力送出しは，1980年代より開始され現在まで続いている．こ

の間は送出し方法，及び送り出し先の違いにより，1980-90年代初頭と1990年代以降の主

に2つに大別される．

開始当初の1980年代の送出しは，主として二国間協定にもとづく国営企業に限定された

ものであった．ベトナムは当時，社会主義諸国による経済相互援助会議（COMECON）

に加盟しており，加盟国間の労働協力協定にもとづき，1980年に東ドイツ，ブルガリア，

チェコスロバキアへ，1981年にはソビエト連邦への労働力送出しを開始した．

このような国際的枠組みのもとで自国の労働者を送り出すにあたり，現在の海外労働管

理局（DepartmentofOverseasLabor:DOLAB）の前身である国際労働協力局が設置さ

れ，各国政府間における派遣人数や賃金等の調整が行われた．さらに，1980年代後半から

は，二国間協定にもとづいて中東やアフリカ諸国（イラク，リビア，アルジェリア，アン

ゴラ等）に対しても，労働者および専門家を派遣するようになった．

同時期には，延べ約30万人のベトナム人労働者や専門家が海外へ送り出されていたが，

ソビエト連邦崩壊に伴うCOMECON解散を受け，加盟国間の労働協定が終了した．さら

に同時期，中東で湾岸戦争が勃発した影響で，イラクで就労していた約2万人のベトナム

人が帰国することとなった．こうして，二国間協定にもとづく労働力輸出の時代が終焉し

た．

続く1990年代から現在までの送出しは，ライセンス制のもとで行われ，民間送出し機関

が送出し事業へ参入することが可能となった．送り出される人材についても，国営企業の

労働者に加え，一般の労働者が広く送り出されるようになった．背景には，1986年のドイ
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モイ政策が挙げられる．市場経済化と対外開放政策が進められていくなかで，海外への労

働者派遣と関連する法整備も進んでいった．

例えば，1988年の政府108号指示によれば，海外への労働力輸出の目的は「国家予算の

ための外貨獲得，雇用創出，および労働者の技能向上と収入増加」とされている．1991年

の政府議定370号では，ライセンス制について規定し，労働傷病兵社会省（Ministryof

Labour,InvalidandSocialAffairs:MOLISA）によって許可された送出し機関が，海

外への労働者の派遣に携わることが可能となった．これにより民間送出し機関は，市場開

拓に始まり，労働者派遣前訓練の実施，帰国後までの管理等を担えるようになった．

同政府議定に続いて，1995年には政府議定7号，1999年政府議定152号，2003年政府議

定81号と，労働力輸出に関する法的枠組みが拡充されてきた．こうした中，2006年になり，

主に政府議定370号をもとに上記の複数の政府議定をまとめた，「契約によるベトナム人労

働者海外派遣法」（海外派遣法）が成立するに至った．また同時期，ベトナム政府は

「2005～2010年労働力輸出計画」を策定しており，現在も毎年，労働者輸出の目標数値が

設定，公表されている．

更に2000年代後半以降，ベトナムから国外への労働力輸出は，政府による貧困解決策と

しても実施されている．そもそもベトナムにおける貧困問題は，ドイモイ政策導入後の地

域間格差の拡大に起因しているとされているため，貧困率が高い地域に対して，現在も国

が労働者海外派遣を支援し，政令公布および事業実施を継続している．また，2004年に国

家銀行総裁決定365号が出され，社会政策銀行による貧困世帯出身労働者に対する優先的

融資に関して規定がなされた．そして2009年には，首相決定71号として「貧困県の労働力

輸出推進を支援し，貧困削減に貢献するためのプログラム（2009年～2020年）」が公布さ

れ，期間中に全国61の貧困県から約12万人の送出しを行うことを目標に定めている．
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表３ ベトナムにおける労働力輸出の変遷

年 主な出来事

1980年 COMECON枠組下で，東ドイツ，ブルガリア，チェコスロバキアと「労働力協定」を締結し，
労働者の送出しを開始

1988年 政府108号指示によって，労働協力業務を分権化し，経済組織が直接担当する制度へ方針転換

1991年 ソ連崩壊，COMECON解散 → 該当国への送出し終了
政府370号議定によって，MOLISAに認定された送出し機関が，海外の市場開拓，労働者の採
用，派遣前訓練，派遣から帰国までの管理を担当することや，労働者が送出し機関に対して手
数料や保証金を支払うこと等を規定
⇒1995年，1999年，2003年に相次いで改定され，内容拡充

2006年 政府370号議定を基礎として「契約によるベトナム人労働者海外派遣法」が成立

2008年 日本ベトナム経済連携協定（日越EPA）（ベトナム最初の二国間EPA）により，ベトナム人
看護師の日本への送出し決定．高度人材の海外送り出しも開始．同時期にドイツへの送出しも
開始

（出所）石塚二葉（2018）より作成



� 国外への労働力送り出しの現状

こうした中，ベトナムから国外への労働力送り出し規模が拡大している．同国では，

1980年以降労働者の海外送出しを行っているが，2000年代に入り海外派遣労働者に関する

労働法制度整備が進む中で送出し数を伸ばし，2018年で約14万人に達した．送出し先の国

別でみると，台湾，マレーシア，韓国，日本のアジア4カ国でほぼ全てを占めている．

日本ヘの送出しは2013年頃から大きく増加し，2017年には台湾とほぼ同程度の人数とな

り，日本と台湾で全体の9割を占めている．DOLAB（DepartmentofOverseasLabor）

による最新のデータによれば，2019年の国外への労働力送出し全数のうち，日本は54％を

占める最大の送出し先の国となっている．

また，マレーシアへの送り出しは2002-07年に多かったものの，その後減少している．

台湾は2000年から年によって受入れ人数が上下するものの，2010-17年までは最大の送り

出し先となっている．韓国への送り出しは，2005年に雇用許可制（EPS）の開始により増

加するが，その後，失踪率の高さ等により韓国が受入れ停止を行う期間もあり，近年，受

入れ人数はほぼ横ばいである．こうした背景にはベトナムの堅調な経済成長に伴い，マレー

シアや台湾との賃金格差が縮小していったことがあることが確認されている14）．
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図８ ベトナムから国外への労働力送り出し人数の推移

2017 134.751 lao động đi làm việc ở nước ngoài trong năm 2017 Cục Quản lý Lao động 
ngoài nước tổng kết công tác 2018 và triển khai nhiệm vụ năm 2019 2019 Cục Quản lý lao động ngoài 
nước tổng kết công tác năm 2019 và định hướng năm 2020

14）筆者によるベトナム政府担当者からのヒアリングに基づく．



なお，日本の在留外国人統計（法務省 2009-20）から求めた日本国内の居住するベトナ

ム国籍人口の毎年の純増分の推移（フロー）と来日希望者数の推移を比較すると，規模感

は大きく異なるものの両者の間には強い相関が見られることが分かる．これはベトナムか

らの国際労働力移動過程が個々人の意向をある程度反映したものとなっていることを示唆

するものである．

その在留資格別の構成を見ると，技能実習が全体の約半数，留学が1/4を占めている．

また「技術・人文・国際知識」を含む専門的・技術的分野の在留資格者が近年，増加して

おり，その多くがIT技術者として来日しているとされる．こうした構成はベトナムから

日本への国際移動が技能実習のようなマニュアルワーカーだけではなく，よりハイスキル

層に変化していく可能性を持っていることを示すものといえよう．以下ではこうした様々

な移動過程を念頭に分析を進める．
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図９ 日本におけるベトナム国籍人口，及びベトナムにおける来日希望者の推移

法務省（2009-20），Gallup（2019）



� 制度：国外労働者送り出しに関する行政機構

国外への労働者送出しを所管する機関は，労働傷病兵社会省（MinistryofLabour,

InvalidandSocialAffairs:MOLISA）である．MOLISAは，ベトナムの労働，職業訓

練・教育，社会保障分野全般を担うが，同機関の役割，職務，権限，組織構造についての

政府議定（14/2017/N・-CP）によると，契約にもとづく海外への労働者派遣に関して，

契約にもとづく海外への労働者派遣に関する法律規定の実施の指導等を担当することと定

められている．

MOLISAの組織構造は大きく4つに分かれており，国家管理機関，機能特化組織，公

共サービス組織，地方部局からなる．そのなかでも，国家管理機関のひとつである海外労

働管理局（DepartmentofOverseasLabor:DOLAB）が，海外への労働者送出しの管理

に携わっている．DOLABは，首相決定（1638/Q・-L・TBXH）に規定されているように，

MOLISAの決定に従い，海外労働者派遣ライセンス交付後の送出し機関の査察や指導を

主に行っている．ライセンスについては，MOLISAが公布を決定する権限を有するが，

DOLABはそのライセンス付与の妥当性について，送出し機関の運営状況等をもとに評価

し，MOLISAへ報告する立場にある．

なお，労働者送出しに関して，MOLISAは直属の非営利送出し機関と，株式を保有す

る国営送出し機関2社を擁している．前者は，MOLISAの公共サービス組織の中に存在

する海外労働センター（CenterofOverseasLabour:COLAB）である．従前は，海外労

働者センター（OverseasWorkerCenter:OWC）という名称であり，2008年の首相決定

531/Q・-BL・TBXHによって，主に韓国への労働者派遣を担当する機関として設立され

たものであった．現在は，韓国雇用許可制（EPS：EmploymentPermitSystem）にも

とづく派遣のみならず， 日本への国際人材育成機構 （InternationalManpower

DevelopmentOrganization,Japan:IM Japan）プログラム，ドイツへの看護人材育成
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図10 日本国内に居住するベトナム国籍者の在留資格の内訳（2018年）

法務省（2020）



プログラム，台湾への派遣を行っている．

また，後者の国営送出し機関については，北部ハノイを拠点とするSONAと，南部ホー

チミンを拠点とするSOVILACOの2社が存在し，MOLISAが直轄している．さらに省，

県，町村の地方行政単位ごとに設置されている人民委員会も，政府の委任によって海外労

働者派遣に関する国家管理を行う責任を有するとされている．

これらの国家機関に加え，海外への労働者送出しに関わる業界団体として，ベトナム労

働力輸出協会（VietnamAssociationofManpowerSupply:VAMAS）がある．同団体

は，首相決定86/2003/QD-BNVによって設立が承認され，内務大臣承認の協会憲章に則

り運営される組織である．主な役割としては，海外労働者派遣に関する法的規制順守のた

めのガイドライン普及や，労働者と送出し機関の権利と利益の保護，組合員と自治体間お

よび組合員と訓練センター間の協議・連携の促進，海外労働市場に関する情報交換等であ

る．2014年時点では，約130のライセンスを有する送出し機関が同団体に加盟しており，

執行委員会議長には元MOLISA副大臣のグエン・ルオン・トラオ氏が就任している．

VAMASの具体的な活動として，優良送出し機関のランク付けや定期的な機関紙の発

行を行っている．送出し機関のランク付けについては，国際労働機関（International

LabourOrganization:ILO）の支援のもと作成した派遣機関の行動指針（Codeof

Conduct:CoC）策定を受け，2012年より開始された．評価にあたっては，「メディア，労

働者およびその家族，同業他社，地方政府機関，受入国における関係各機関などから広く

情報を収集することとされている」（石塚 2014:187）．
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図11 人材送出しに関わるベトナム国内の主要政府機関および関連組織

DOLAB

MOFA

MOPS

MOF

（出所）是川他（2020:58）より作成



� 政策：労働力送出しに関する基本法

ベトナムの労働力送出しに関する基本法としては，契約にもとづき海外で働くベトナム

人労働者の規定を定めた法律「契約によるベトナム人労働者海外派遣法」（2006年）があ

り，海外雇用サービスを提供する企業（送出し機関）の条件や契約に関する内容，海外派

遣労働者の権利と義務等に関する内容が規定されている．

本法は，1991年の「政府370号議定」を基礎として2006年に成立したものである．1991

年以前は，国家が政府間協定のもと，労働者派遣および管理の責任を負っていたが，「政

府370号議定」制定以降は，政府以外の認可機関による労働者海外派遣が可能になった．

同時に，派遣を希望する労働者自身が，認可派遣機関に対して手数料や保証金などを支払

うことで，派遣前から帰国までの一連の管理・支援サービスを，認可機関から受けられる

制度となった．本法においては，上記の海外労働者派遣認可制度や，手数料・管理手続き

の枠組みのみならず，派遣を行う認可機関・企業の条件，派遣される労働者双方の権利と

義務について規定がなされた点に特徴がある．海外への労働者派遣に関する法の策定や監

督を担ってきたMOLISAの権限も，本法の成立によって強化されたとされている．

具体的には，労働者を海外へ派遣可能な企業は，ライセンスを有するものと規定されて

いる．ライセンスの認可条件としては，派遣前訓練を提供する専門部門と労働者の海外派

遣の専門部門を有すること，労働者派遣，国際分野において3年以上の経験のある管理者

の配置等がある．また，支店については，3店以下と限定されており，支店でのサービス

料等の徴収は行わないものとされている．さらに，技能実習による海外派遣を実施する送

出し機関について（34条～37条），海外派遣を実施する国営送出し機関（39条～41条）に

詳細な規定がある．また，ライセンスについては， 2章において，申請（10条），変更

（11条），再発行（12条），公布（13条），期間限定中止（14条），返却・回収（15条）とそ

れぞれ定められている．

またライセンス認可企業（送出し機関）が仲介者に支払う仲介手数料，労働者がライセ

ンス認可企業に対して支払うサービス料の上限については，MOLISAおよび財務省によ

る合同通達16/2007/TTLT-BLDTBXH-BTC15））によって，サービス料，仲介手数料のい

ずれにおいても，海外派遣期間が1年の場合には，1ヶ月の基本給以上の金額を徴収して

はならないとされているものの，日本への送出しの場合は業種や労働形態に関係なく，一

律1,500USドルまで徴収が可能となっている（首相決定第61/2008/Q・-L・TBXH16）内の

付録）．他には，台湾の製造業・建設業に送り出す場合，日本と同額の1,500USドルに設

定されており，韓国の沿岸漁業における実習の場合は500USドルまでの徴収が可能とさ

れている．

加えて，日本への技能実習送出しの場合，サービス料や仲介手数料等の各種費用の合計
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15）http://vanban.chinhphu.vn/portal/page/portal/chinhphu/hethongvanban?class_id=1&mode=detail&

document_id=39055（最終アクセス日2020年3月2日）

16）https://thuvienphapluat.vn/van-ban/lao-dong-tien-luong/quyet-dinh-61-2008-qd-bldtbxh-muc-tien-

moi-gioi-nguoi-lao-dong-hoan-tra-cho-doanh-nghep-tai-thi-truong-69396.aspx（最終アクセス日2020年 3

月2日）



金額に対しても上限が設けられている．2016年の通達1123/L・TBXH-QLL・NN17）による

と，海外派遣期間が3年の場合には3,600USドル以下，1年の場合には1,200USドル以下

となっている．なお，本通達は，日本への技能実習生送出し業務を行う送出し機関に向け

られたもので，MOLISAが送出し機関の運営を是正する目的で出したものである．

更に，預託金については，MOLISAおよび中央銀行による合同通達17/2007/TTLT-

BLDTBXH-NHNN18）において，送出し機関と労働者による預託金の管理と利用に関する

規定がなされている．具体的な預託金の上限額については，日本への技能実習生の場合

3,000USドルとされている（MOLISAの通達21/2013/TT-BLDTBXH内の付録19））．日

本と同額の預託金上限が定められているのは，韓国の沿岸漁業乗組員と特定活動ビザ

（E-7）労働者のみであり，ベトナムの送出し相手国・地域の中では一番設定金額が高い．

その他の国については，台湾の製造業・建設業労働者は1,000USドル，マレーシアは300

USドル，欧米およびアフリカ諸国はおよそ1,000～2,000USドルが預託金の上限とされて

いる．

2． 移動過程の実態

以上を踏まえ，以下では移動過程の実際について見ていきたい．その際，移住仲介機能

を実質的に担う送り出し機関の種類，及び特徴，労働者の募集方法，個人の選択メカニズ

ム及びそこにおける仲介コストについて，順を追ってみていくこととする．ここがマクロ
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表４ 各種規定における労働力送り出しに関する費用

日本 その他

仲介手数料
（原則：1ヶ月分の基本
給以下）

1,500米国ドル以下
※各種費用を合わせて派遣期間3年
で3,600USD以下，1年で1,200USD
以下

台湾（製造・建設）1,500USD
韓国（沿岸漁業）500USD

預託金 3,000USD以下 韓国の沿岸漁業乗組員と特定活動ビ
ザ（E-7）3,000USD
台湾の製造業・建設業労働者は1,00
0USD
マレーシア 300USD
欧米およびアフリカ諸国1,000～
2,000USD

出所：各種資料より作成

17）https://thuvienphapluat.vn/cong-van/lao-dong-tien-luong/Cong-van-1123-LDTBXH-QLLDNN-tiep-

tuc-chan-chinh-dua-thuc-tap-sinh-Viet-Nam-sang-Nhat-Ban-2016-308478.aspx（最終アクセス日2020年 3

月12日）

18）https://thuvienphapluat.vn/van-ban/doanh-nghiep/Thong-tu-lien-tich-17-2007-TTLT-BLDTBXH-

NHNNVN-quy-dinh-quan-ly-va-su-dung-tien-ky-quy-cua-DN-va-tien-ky-guy-cua-nguoi-lao-dong-lam-

nuoc-ngoai-55322.aspx（最終アクセス日2020年3月2日）

19）https://thuvienphapluat.vn/van-ban/lao-dong-tien-luong/Thong-tu-21-2013-TT-BLDTBXH-muc-

tran-tien-ky-quy-thi-truong-lao-dong-Doanh-nghiep-thoa-thuan-209674.aspx（最終アクセス日2020年3月

19日）



な制度的要因とミクロな個人レベルでの選択とをつなぐ重要な回路であり，これまで網羅

的に明らかにされてこなかった部分である．

� 送り出し機関

労働者の送り出しに当たっては，ベトナム側の送り出し機関が重要な役割を果たす．送

り出し機関とは国からのライセンスを得た主に民間の事業者であり，2020年1月時点で

421法人存在している20）．また，そのおおよそ半数が2011年以降に設立されたものである．

事業体の規模は中小零細企業が多く，従業員数で見ると5-10人規模のところが全体の44.4

％，資本金で見ると101-500米国ドルのところが全体の55.9％を占めている．また，所在

地はハノイが全体の67.2％，それに続いてホーチミンが11.9％となっており21），これは後

述するように，送り出される労働者の出身地域に影響することとなる．

また，送り出し機関の多くは民間の中小零細企業であるが，中には大規模なものも存在

する．とりわけ国営企業，及びその系列の企業は日本語センター，職業訓練校，寮などを

併設したものであり，労働力送り出しビジネスが民間に開放される以前から旧社会主義国

に対して労働力送り出し事業を行ってきた経緯を有する．そのため，日本への送り出しに

あたってはかえって出遅れることとなった．民間大規模企業は主に2010年代以降に設立さ

れたものであり，日本の監理団体との連携をテコに日本への送り出し数を大きく伸ばして

おり，1事業体で1,000-2,000人単位での送り出しを行っているところもある．

なお，これらライセンスを有する事業体とは別に，ライセンスを借り，事業を行う事業

者，及び村の世話役や学校の教員などライセンスなく仲介を行う個人も少なくないとされ

る．こうしたインフォーマルな仲介事業者，仲介者が後述するように移動コストの高騰を

招くこととなる．
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20）「 2020（2019年の業務レ

ビューと2020年に向けた方針をまとめました）」公開日：2020年1月15日http://www.dolab.gov.vn/New/

View2.aspx?Key=5083（最終アクセス日2020年3月13日）

21）外国人技能実習機構OTIT外国政府認定送出機関一覧ベトナム，BureauvanDijk社Orbisより三菱UFJ

リサーチ＆コンサルティング作成．

Cục Quản lý lao động ngoài nước tổng kết công tác năm 2019 và định hướng năm



� 労働者の募集方法

これらの送り出し機関が労働者を募集するに当たっては，それぞれの事業体の設立経緯

によって異なる手法が採られる．

まず，1つ目の各省庁系列企業，国営企業については，関連機関等との連携を活かして

募集をすることが多い．例えば，省庁の地方局，関係する職業紹介機関，全国にわたるグ

ループ会社を通じた募集，関係する職業訓練校，短大や専門学校からの紹介により人材を

集めている．国防省の送出し機関においては，徴兵修了者に対するインセンティブ（無料

で海外送出しに関する職業訓練，語学教育等を受けられる）により，多くの人材を集めて

いる．

2つ目の民間大規模企業は，規模拡大に伴い，自社での募集体制を強化している．海外

送出し制度の認知が高まり，仲介斡旋事業者に頼らなくても人が集まる状況になっている

ことが背景にある．また，仲介斡旋事業者を介すると手数料等がかかることや，日本等の

受入れ企業でのコンプライアンス重視から，大規模企業は自力での募集に注力する傾向が

みられる．

3つ目の民間中小規模企業は，大規模企業と同様送出し機関の事業の一環として，自社

募集を行う一方，自社募集の体制を整えることには限界があるため，仲介斡旋事業者や個

人の仲介に頼る傾向がみられる．

実際，本研究で独自に実施した送出し機関アンケートからも，従業員が50人未満と50人

以上の企業で比較すると，50人以上の企業の方が，自社の募集の割合が高い傾向がみられ

た．この結果から，従業員規模に応じて，自社募集を行うか，仲介斡旋事業者や個人の紹

介に頼るかが決まる状況になっていると考えられる．
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表５ 送り出し機関の種類，及びその特徴

設立経緯 特徴

各省庁系列企業，国
営企業

各省庁の送出し機関として，
1900年代に設立．日本以外への送り
出しも多い

日本語センター，職業訓練校，寮併設等の施設
が充実．
従業員数は100人程度，
日本への送出し人数100～500人

民間大規模企業 2010年以降の設立が多い．日本への
送り出しで急拡大

日本語センター，職業訓練校，寮併設等の施設
が充実．
従業員が100人以上の規模，日本への送出し人
数1,500～2,500人

民間中小規模企業 2010年以降の設立が多い．送出し機
関の分社化，M&A，大学等の就職
斡旋機能の独立 等

日本語センター，寮の併設（外部委託の場合も
ある）
従業員が20人程度，日本への送出し人数300人
程度

ライセンス借り ライセンス借りをする企業が直近で
増加

施設を持たず日本語教育等を外注する場合も，
施設を持ちライセンスのみを借りる場合もある．

個人 インフォーマルな仲介 ・その機関で送出した人の親戚や知人の紹介
・元技能実習生からの紹介
・職員や関係団体職員からの紹介
・専門学校等の先生からの個人的な紹介 等

出所：各種資料より作成



なお，企業規模や国営／民営に関わらず，募集方法として，送出し機関が日本語センター

に労働者の募集と面接までの日本語教育を委託する方法が増加してきている．面接までの

日本語教育を委託し，受入れ企業の面接合格者のみを送出し機関で受入れることから，送

出し機関において，受入れ企業が決まらない人材への支援等が軽減される仕組みとなって

いる．また人材側にとっても，1つの送出し機関に登録するよりも多くの受入れ企業の面

接を受けることができるため機会が広がり，送出し機関，人材双方にとって合理的な仕組

みとなっている．

さらに，企業規模や国営／民営に共通して，元技能実習生や送出し機関幹部という個人

的な関係を通じた募集ルートが一定数存在している．特に，公募では集まらない人気の無

い職種において顕著とされ，こうした個人の関係を通じた，あるいは前述の下請け事業者

に募集を依存する傾向があるとされる．

� 個人レベルでの選択メカニズム

次にこのような移動過程をどのような個人が選択するのかを明らかにしていきたい．

まず，本調査研究で実施した送出し機関へのアンケート調査結果によると，日本に送り

出される技能実習生の学歴は，高校卒業者の割合が高く，次いで短大／専門学校卒の割合

が高い．ヒアリング調査の結果も同様の傾向で，高校卒業者が多く，送出し機関によって

は短大／専門学校生も2-4割程度を占めている．以前は，技術系の短大／専門学校卒業者

が主な送出し層となっていたが，技能実習生送出しビジネスが急拡大するにつれて，短大

／専門学校卒業者のみでは日本の需要を満たせないことから，次第に高校卒業者の割合が
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表６ 送り出し機関別に見た募集方法

募集方法の特徴

各省庁系列企業，国
営企業

■各省庁の関連機関等との連携
・地方局経由で募集，省庁各地方の職業管理局，系列会社からの紹介
・関係する職業訓練校，専門学校等からの紹介
・徴兵制との連携（国防省系の送出し機関のみ）

民間大規模企業 ■自社での公募に注力
・地方の高校，大学，村の人民委員会でのセミナー開催
・SNS，メディアを使った募集，宣伝
・飛び込みの電話がけ
■短大，専門学校，大学との提携
・短大，専門学校，大学と提携を結び，人材を募集する

民間中小規模企業 自社での公募も行うが，個人の紹介，仲介斡旋事業者等に頼る部分が，大規模
に比べて高くなる傾向がある。

＜共通＞ ■下請けとなる日本語センターとの連携
・人材募集と面接までの日本語教育を日本語センターに委託
■個人の紹介
・その機関で送出した人の親戚や知人の紹介
・元技能実習生からの紹介
・職員や関係団体職員からの紹介
・専門学校等の教員からの個人的な紹介

出所：各種資料より作成



高くなったとのことである．職種によっては，高卒者は集まらず，中卒者もみられるよう

になってきている．一方で，大卒者の応募も割合としては少ないが人数としては増えてい

るとのことである．

日本に送り出される技能実習生のベトナムにおける賃金水準としては，ヒアリングによ

れば，月給2.5-3万円（500万-600万ドン）の層が多いということであった．この点につい

て，グエン・ドク・ターンのベトナム家計生活水準調査2008（VHLSS2008）のデータ分

析（グエン 2015）によると，海外移住労働者の職業は，製造業の技術工・技術者・熟練

工，農業の熟練労働者が56.2％，未熟練労働者が32.0％で，世帯主（実家）の職業は，農

林水産業が55.1％となっている．また，ベトナムの職業別の賃金をみると，技能工，技師，

組立工，農林漁業従事者が450万ドン-580万ドンの範囲となっており（ILO 2018），ヒア

リングで聴取された技能実習生希望層のベトナム国内での賃金水準である月給2.5-3万円

（500万-600万ドン）と概ね合致している．更に，海外で働くためにはある程度，まとまっ

た資金が用意できることや事前の語学や職業訓練を受けるための学力が必要なことを考え

ると，技能工，技師，組立工，農林漁業（熟練）従事者層が，日本に送出される労働者の

類型として推定される．

日本へ送り出される技能実習生の年齢層は，20歳代が中心で，中には日本への送出しの

条件を30歳未満としている送出し機関もあった．一方で，建設業等の不人気職種において

は30代もみられた．グエン（2015）によると，海外移住労働者の年齢は，30歳以下が65.4

％，30歳超が34.6％となっている中で，日本では送出し国としての人気を背景に20代が送

り出されていると考えられる．

出身地域について見ると，海外への移住労働者の出身地域は，紅河デルタ36.8％，北中

部31.6％，東北部17.8％となっており，北部出身者が多くなっているとされる．一方，国

内への移住労働者の出身地域は，ホーチミンより南のメコンデルタ30.6％，北中部25.3％，

紅河デルタ17.8％となっているが，これは，工業団地が南部に多くあることが関係してい

ると考えられる（グエン 2015）．同様にIOM（2017）によると海外への送出しは北中部

（ゲアン省，ハティン省，タインホア省，クアンビン省），紅河デルタ（ハノイ，ハイズオ

ン省，タイビン省，フンイエン省），東北部（バクザン省，フート省）が多くなっている．

また，本調査で実施した送出し機関アンケートでも，技能実習生の出身地域もクアンビン

省（8社回答），ゲアン省，タインホア省，ホアンビン省（7社回答），ハティン省，タイ

ビン省，ニンビン省，バクザン省（6社回答）が多かった．

一方，こうした傾向は送り出し機関の所在地によっても異なり，ホーチミンに拠点を置

く送出し機関においては，南部の省が中心となっていた．ハノイに拠点を置く送出し機関

の場合，ゲアン省，ハティン省，タインホア省等の北中部が中心となっていた．なお，必

要とする人材が集まらない場合には，ハノイが拠点にも関わらず南部の省を開拓する動き

や，北部の中国国境付近，山岳地，少数民族等にも募集を広げていることも確認された．

個人の目的地選択のメカニズムについては，日本の技能実習制度においては事前研修等

があるため，そのための費用や時間がかかることを理由にして台湾を選択する場合がある
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とされる．一方で，国内ですでに平均賃金程度の収入を得ている者がさらに稼ぎたい，あ

るいはキャリアアップをしたいと考える場合には，日本に行くといったことがヒアリング

で聞かれた．

また，日本に行きたい者が，留学か技能実習のいずれを選択するかについては，その目

的の通り勉強したいか，すぐに就労したいかという考え方の違いがあるとされる．一方で，

海外への移動において様々な事業者がかかわっているが，労働者が最初に接触した事業者

やそのネットワークに応じて留学と技能実習が決まる場合があるとされる．

なお，近年増加する留学生としての送り出しについては，アメリカ，イギリスは費用が

高額であり現状では行ける人は限定的であるとされる．そうした中，日本への留学は人気

があるとされる．また，その場合，日本の競合国は，オーストラリア，シンガポール，中

国，韓国となっているとのことである．ちなみに，日本への留学を希望する者は，ベトナ

ムへの日系企業の進出が続いており，将来ベトナムの日系企業への就職を目指す場合が多

いとされる．

� 留学生，ハイスキル層の移動過程について

ベトナムからの来日者については近年，留学生や「技術・人文・国際知識」などのハイ

スキル層も増加しているため，これらの移動過程についても簡単に触れておきたい．

留学生の送り出しにあたっては，外国語センターの設立や手続きに関する規定，また国

からの営業許可を得た事業者のみが留学にかかわる仲介斡旋を行うことができるとの規定

があり，事業者の数も近年，増加の傾向が見られる22）．また，労働者の送り出しを手がけ

ている機関が同時に留学生の送り出しを実施しているケースも少なくないとされる．

希望者の募集については，自社での募集，学校からの紹介，労働者の送り出し機関とし

ての募集を通じたものなど，複数見られた．留学生本人が支払う仲介コストについては，

日本へ行く場合，総額で100万円を超えると言われることもあるもののその内訳は事前の

教育費，渡航費，日本語学校の初年度の学費，及び生活費などが大半を占め，仲介事業者

に対する支払いは特段，確認されなかった23）．

ハイスキル層については，送り出しに関する制度面での規定は特段なく，仲介コストも

多くの場合，移動する本人ではなく受入れ側の企業が負担することが多いようである．希

望者の特徴としては，技能実習を経ていったん帰国した者がその後，ベトナムの大学を卒

業したあとに，再度，エンジニアとして日本に行くケースが増えているとの証言も得られ

た．

これらの移動過程は現在，主流ではないものの，中国から日本への国際移動過程に見ら

れたように（Liu-Farrer2012），今後，ベトナムにおける高学歴化がより一層進んだり，

経済成長をしたりする中で増加していく可能性が大きいといえる．なお，以上のメカニズ

ムをまとめたのが図12である．
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22）ベトナム教育訓練省国際協力局のホームページによると，2020年2月現在で2,075件の留学斡旋業無許可証

明書が発行されており，ここ2年間で約1,300件以上の増加となっている．

23）仲介事業者への手数料は送り出し先の日本語学校から支払われることが多い．
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� 仲介コスト

最後に，これまでの分析を踏まえ，仲介に関するコストを明らかにしたのが下記の図13

である．単価を元に，国営企業，民間大規模で自社募集の場合，及びインフォーマルな仲

介も含め，自社だけで募集しきれない民間中小の場合ごとに分けて整理をする．

国営企業においては，規定手数料を遵守し，寮費等の施設利用に関する費用無料の傾向

がある一方で，地方の関係局等が実質的な仲介者として仲介手数料を取っている可能性が

各方面で指摘されたことから，仲介手数料を含め45-55万円程度と考える．

民営大規模企業で自社募集を展開している企業においては，手数料は規定通りであるも

のの，事前教育費やその他の諸経費等を含めると50-60万円程度と考えられる．民間中小

企業や，ライセンスを借りているインフォーマルな事業体においては，ライセンス料を上

乗せされているとともに，更に個人の仲介者を頼るケースも多いことから，仲介手数料の

技能実習生分，また企業の仲介手数料の上乗せもあると想定し，合計で60-90万円程度と

した．

また，複数のヒアリングにおいて，国外労働を希望するものは，複数の仲介者を経由し

ている可能性も指摘されており，2次・3次の仲介者を経由していれば，1人の仲介者に

つき5-20万円ずつ増えていく可能性がある．この他に契約満了後，帰国時に返還される

保証金として3,000ドルを上限として徴収されることがベトナム政府によって許可されて

いる．

以上をもとに，ヒアリングにおいて日本の技能実習生の賃金が12-15万円／月とされた

ことも踏まえ，技能実習生の日本における収支について試算すると，仮に賃金を12万円／

月，手取りを10万円／月と仮定した場合，3年間で360万円となり，グエン（2015）の推

計で示された日本での消費・生活費135万を差し引いても225万円残ることとなる．これは

グエン（2015）で示された試算値23,904USドル（260万円）とおおむね一致している．更

に，来日前の技能実習生の支払い負担が60万円とすると，160万円以上の貯蓄が可能にな

ると考えられる24）．

なお，これまで技能実習希望者個人が負担する費用が高いことが日本では問題視されて

きたが，ベトナムは日本に対する送り出しに限らず，労働者送り出しの際に労働者個人が

負担するコストが高い国として知られている．またその結果として，ベトナムは日本以外

の国でも高い失踪率を示すことが指摘されている（Martin2017:112）．
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24）なお，こうした結果はこれまでジャーナリズムを中心に集められて来た情報と一致する（e.g.出井 2016，

2019，澤田 2020，巣内 2019）．



Ⅶ．考察

グローバルに見た国際人口移動は堅調に拡大しており，アジア諸国は重要な送り出し地

域である25）．日本は地理的な条件もあり，アジア諸国からの有望な希望移動国として位置

づけられており1990年代以降，中国から始まり，韓国，フィリピンといった日本に比較的

近い国から始まり，近年ではベトナム，ネパールなど東南アジア，南アジアからの流入が

増えている．こうした動きは日本がグローバルな国際労働力移動のネットワークの中に組

み込まれていることを示すものである．

しかしながら，日本の移民研究ではこうした視点は弱い．多くの研究は「サイドドア」，

「バックドア」（梶田 1994）といった概念に代表されるように，日本の入管政策の歪みに

注目し，これを欧米諸国のいわば正統的な移民政策からの逸脱とみる向きが強く，日本へ

の外国人の流入をもこうした政策の歪みに起因するものと見なす傾向が強い．こうした状

況は実際に生じている国際移民の流入を何か別の現象と捉え，標準的な移民研究を参照し

つつ研究を進めることを阻害しているとさえいえる．

以上を踏まえ，本研究ではアジア諸国における労働力送出し圧力について，とりわけ近
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図13 技能実習生候補者が負担するコスト及びその内訳
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25）本論考は2020年2月時点までの情報に基づいて書かれており，その後発生した新型コロナ禍の影響について

は考慮していない．しかしながら経済面における南北格差，グローバルな人口学的不均衡といった国際人口移

動をとりまく構造的要因自体に変化はなく，今後，国際人口移動が再開されるに伴い，元のペースに戻ってい

くと予想される．



年，日本への送り出しの規模を急速に拡大しているベトナムを例に，送り出し国の個々人

の意識から労働力送り出しに関するビジネスセクターの動向，及び国の政策まで含んだ包

括的な調査分析を行い，これを定量的，定性的に明らかにすることを目指した．その際，

日本に向かう労働力移動の流れだけではなく，そうした選択が出身国内での就職や日本以

外の国への出稼ぎと並んで，どのように位置づけられているかという視点から明らかにし

た．

本研究では以下の命題，及びそのための2つの探求課題の検討を行った．その結果，以

下の結論を得た．

まず，アジア諸国において，来日希望者は米国には及ばないものの，2016年以降，その

差は縮まっていると同時に，他の先進国との関係では日本に国際移動を希望する者は少な

くないということが示された．また，学歴別に見てもむしろ希望者は高学歴層に多く見ら

れる傾向にあることも示されたといえよう．こうしたことから，日本がアジア諸国からの

労働力送り出しにおいて，重要な地位を占めていること，及び近年その地位は上昇してい

ることが示された．

次に，近年，日本への労働力送り出しを拡大するベトナムを例に，日本へ向かう移動過

程における送り出し国の制度，政策，移住産業の役割，及びそこにおける個人の選択メカ

ニズムがどのようなものかを明らかにした．

その結果，ベトナムは歴史的に国外への労働力の輸出を行ってきた国であり，そのため

の制度化が進んでいることが示された．実際，今回同時に調査を行ったネパールと比較し

ても，その制度化の進展は際立っていた．また，ベトナムから日本への送り出しが近年，

特に伸びているといえるものの，それは日本の政策の歪みによって生じたのではなく，ベ

トナムが経済成長をする中で，こうした制度的な経緯を下敷きに，マクロ，ミクロレベル

の双方において，日本への移動を選択する誘因が強まったことによるものといえる．その

一方で，留学やエンジニアに代表されるハイスキル層の日本への流入の拡大も見られるこ

とから，今後，ベトナムが経済的に成長していく中でかつて中国が経験したようなこのよ

うな転換が見られる可能性が示されたといえよう．

以上のことから，アジア諸国からの国際労働力移動の拡大はグローバルな潮流であり，

日本もまたその有力な目的地の一つとして位置づけられていると同時に，アジア諸国の経

済成長とともに近年その地位は上昇している．また，日本を含め国外への労働力送り出し

過程は当該国からの送り出し政策，及び移住仲介機能の構造に規定されており，個人はそ

の中で労働条件，移動コスト及び期待収益などをもとに移動先を決定していることが示さ

れたといえる．

これはMartin（2017）に示されるように日本の経験していることがグローバルに見て

決して例外的なものではなく，むしろ典型的な国際労働力移動の過程であることを示すも

のに他ならない．また，deHaas（2020）やIMF（2020）が示すようにアジア諸国と日

本の経済格差の縮小は，むしろ日本へ向かう国際労働力移動を拡大する可能性が示された

といえよう．
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なお，本稿では紙幅の関係もあり割愛せざるを得なかったものの，本調査においてはベ

トナムだけではなく近年，留学，技能，家族滞在といった在留資格を中心に日本への流入

が急増しているネパール，およびかつては技能実習生の最大の送り出し国であったものの，

近年では大学を中心とした留学生やハイスキル層にシフトしつつある中国についても調査

を行っている．これらの国々は経済発展の程度でみると，中国，ベトナム，ネパールの順

となるところ，その国際労働力移動の過程の違いはおおむねそれぞれの経済水準に応じた

形態になっていた．これはアジアにおける国際労働力移動が今後，アジア諸国がより一層

の経済成長を経験する中，どのような変化をたどっていくかを予測する上で興味深い．

いずれにせよ，ベトナム以外の二つの事例においても本稿で明らかにされた結論のエッ

センスは支持された．つまり，日本への国際労働力移動はいずれの国の事例においても，

決して日本との二国間関係においてアドホックに発生しているものではなく，それぞれの

国から国外へ向かう国際労働力移動過程全般が制度化される中で，他の目的国と比較され，

評価され，選択された上で生じているものといえる．

こうした結論はこれまでの日本の移民研究において欠けていた視点である．日本がグロー

バルな国際移動の流れの中でどのように位置づけられ，そこにおいてどのように振舞うべ

きかということは，目的地としての魅力において米国に勝るか否か，移民政策における正

当か異端かといった二項対立的な思考ではなく，このような現実的な認識の上に形成され

るものといえる．

例えば，本研究の知見に基づくならば，アジア諸国における来日希望者の潜在的な規模

を踏まえると，日本の技能実習制度，特定技能制度を適正に運営していく上で，規制を厳

格化したり，ひいてはこれらの制度を縮小，廃止したりすることは，より少ない職に多く

の応募者を殺到させることとなり，仲介コストの高騰やそれに伴う不正の急増など，意図

したものとはかえって逆の結果を生むと予想される．ましてや送り出し機関や管理団体，

日本側の受け入れ企業の経営者，従業員のモラルの向上を説いたところで無意味であるこ

とは自明であろう．

むしろ重要なのは，国際労働力移動の過程に伴う情報の非対称性を少しでも減らすべく，

雇用者の側で採用希望や応募プロセスを可能な限り，オープンなものにすること，また応

募者のスキル評価においても，日本と相手国の間で共通のスキル評価の枠組みを構築する

等26），雇用者サイドが仲介者の助けを借りずとも独自に採用できる仕組みを作るといった

ことが求められている．更に，それでもやはりリクルーター等の移住仲介機能は必要とさ

れると予想されることから，Martin（2017）が提言するように，優良な事業者が手続き

上の優遇措置を受けられるようにするといったような，経済学的な動機付けを伴ったルー

ル作りが求められている．今求められているのは，このようにグローバルな視点に基づい

た地に足の着いた政策である．
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26）例えばASEAN諸国において構築されつつあるASEANQualificationsReferenceFramework（AQRF）

などは参考になる．



最後に今後，本研究は潜在的来日希望者が多く見られるインドネシア，ミャンマー，フィ

リピンを対象に調査を行う予定である．こうした結果を基に本稿で示された結果の妥当性

を検証して参りたい．
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WhowillcometoJapan?Ananalysiswiththefirstcomprehensivesurvey
onemigrationpressureinAsia

KOREKAWAYu

Internationalmigrationisgrowingsteadily,withAsiancountriesasmajorsourcecountries

andJapanasoneofthemajordestinationsforthem.However,littleresearchhasseenrapidgrowth

ofmigrantworkersinJapanasaconsequenceofaglobalphenomenon.Rather,itisseenasa

distortionofJapanesemigrationpolicy,whichisexemplifiedbyindustrialtraineeandinternship

programs,etc.Thus,thepresentstudydelvedintothewishesofindividualforinternational

migrationwithvastinternationalcomparisonpolldatacoveringmorethan160countries,and

conductedasocialsurveyonVietnameselabormigrationpolicy.Asaresult,thepresentstudy

revealedthatJapanisoneofthemajordestinationsforAsiancountries,whicharemajorsource

countriesofglobalinternationalmigration,anditspositionasadestinationhasrecentlybeenrising,

despitetheongoingeconomicdevelopmentofAsiancountries.Further,themigratoryprocessof

internationallabormigrationisconstrainedbythelaborsendingpoliciesofthecountryoforigin,

migrationintermediates,whereindividualmigrantschooseadestinationdependingonanexpected

laborcondition,andacost-benefitanalysisofmigration.


